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国土審議会計画部会（第４回） 

令和４年１月２７日 

 

 

【総務課長】  事務局でございます。定刻でございますので、ただいまから国土審議会

第４回計画部会を開催いたします。 

 事務局を務めております国土政策局総務課の笹原でございます。 

 本日は、お忙しい中御出席いただきまして、誠にありがとうございます。 

 まず、本日の会議の公開につきまして御説明します。国土審議会運営規則第５条の規定

によって、国土審議会の会議は原則として公開することとされております。したがいまし

て、当部会も会議、議事録とも原則公開することとしておりまして、本日の会議も一般の

方々に傍聴いただいております。この点につきましてあらかじめ御了承ください。 

 本日、ウェブ会議形式で開催させていただいております。回線の不調等によって不都合

等ございますかもしれませんけれども、御容赦ください。 

 ウェブ会議の運営方法につきましては、基本的なルールを事前に資料と共にお送りさせ

ていただいております。 

 円滑な進行のため、皆様におかれましては、御発言されるときを除いて、音声の設定を

ミュート、御発言の希望等がございましたら手を挙げるボタン、またはチャットでお知ら

せください。御発言が終わりましたら、再度手を挙げるボタンで手を下ろしていただくよ

うにお願いいたします。 

 なお、他の委員の発言等に対する軽微なコメントは、チャット機能を活用してコメント

いただくことができます。その内容は原則、議事録に掲載させていただきます。 

 そのほか何かございましたら、事務局までお知らせください。 

 議事に先立ちまして、資料の確認をさせていただきます。議事次第のほか、資料が資料

１から資料７までございます。そのほか参考資料が資料１から６までございます。本日の

資料は以上でございます。 

 御出席の状況でございますが、高村ゆかり委員が遅れての御出席、久木元美琴委員、冨

山和彦委員、中出文平委員、諸富徹委員は、所用のため御欠席、藤沢久美委員と広井良典

委員は、所要のため途中退席との御連絡をいただいてございます。（高村委員は用務の都合

がつかず、御欠席となった。） 
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【加藤委員】  すみません。私も最初の１時間が終わったところで途中退席させていた

だきます。申し訳ありません。 

【総務課長】  加藤委員、途中退席との御連絡をいただきました。 

 なお、本日は計画部会の定足数を満たしております。 

 それでは、以降の議事運営につきまして、増田部会長にお願いいたします。部会長、よ

ろしくお願いします。 

【増田部会長】  増田でございます。事務局、声は届いていますか。 

【総務課長】  聞こえております。 

【増田部会長】  ありがとうございます。画面はずっと私はオンにしておきます。コロ

ナ等の感染の関係もありますので、私も今日は、会社の自分の机からということで、いつ

も国土交通省のほうにお伺いして事務局の皆さん方と、この会議の運営をやっているんで

すが、今日は完全に私も１人でということになっております。チャットで事務局とやり取

りをいたしますけれども、その点、御承知おきいただければ。カメラの映像は、ずっとオ

ンにしておきます。 

 それでは、議事についてですけれども、お手元の議事次第を御覧いただきますと、新計

画策定に当たってということで、西山委員からのプレゼン、それから、続いてローカルの

視点となっております。本計画部会での検討において、西山委員からデジタル化、ＤＸの

観点から事務局に提言をいただいておりましたが、事務局のほうで、内容について非常に

気づきが多かったので、その内容を委員の皆さんにもプレゼンをいただきたいと、そうい

う事務局からのお話がありまして、西山委員にも御快諾いただきましたので、西山委員に

新計画策定に当たっての考え方として、御提案をいただく時間を設けております。これが

今日の一番最初のパートです。西山委員に、まず提言をいただいて、続いて事務局のほう

からローカルの視点について説明をいただいて、その後、委員の皆さん方から、いつもど

おり質疑と御意見を賜ると、こういうことにしていきたいと思います。 

 繰り返しになりますが、私のほうも事務局とはチャットでやり取りしながら、質疑のと

きには各委員を指名していきたいと思います。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 それでは、初めに、西山委員から、どうぞプレゼンをお願いしたいと思います。よろし

くお願いします。 

【西山委員】  皆さん、おはようございます。御紹介いただきました西山です。プレゼ

ンを始めさせていただきます。自分でやってみたらうまくいかないものですから、事務局
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のほうに、資料の投影をお願いいたします。 

 今、部会長からお話がありましたとおり、今日、お話しする内容は、もともとは国交省

のこの部会を担当されているスタッフの方々と、特にデジタル化の観点から議論してみよ

うということで、勉強会用の資料として作りました。ですから、結構率直に言って、砕け

た感じでもともと書いていましたし、そもそもタイトルが自分の本の宣伝を国の審議会で

するみたいでよくないんですけれども、もともと勉強会で使わせていただいたものを事務

局から発表してほしいということでしたので、そのままお話をさせていただきます。私は、

もちろん国土計画の専門家ではないので、いろいろ間違いもあるかもしれませんけれども、

少し論点をはっきりさせるために、あえて強く書いたようなところもありますので、その

辺りのところはお許しいただきたいと思います。 

 それでは、１ページめくっていただけますか。基本的にお話ししたいことはもちろんこ

れは私個人の考え方ですけれども、まさにデジタル化のようなことを背景にして、国土っ

て何だろうということの捉え方が大きく変わるのではないかということであります。これ

は、もうこれまでの部会の審議の中でも、他の委員でも、言葉遣いは別として、そういう

御指摘があったと思いますけれども、それを強く言えば、言わば国土２.０、よく言われる

ことですけど、１.０、２.０みたいなことになるのではないかということであります。こ

れも昔からハードの整備だけが国土開発だというのは少し乱暴なのかもしれませんけれど

も、あえて対比をすれば、これまでが、どちらかといえばハードのインフラの整備が、国

土開発だったということに対して、それが変わりつつあるんじゃないかということであり

ます。もちろん例えばデジタルという局面に限っていっても、例えば私も行政官という仕

事でやっておりましたが５Ｇネットワークのようなインフラの整備、まさにハードのイン

フラの整備というのはもちろん大事なんですけども、恐らくより大事になるのは、それが

整備されたとして社会活動がどう変わるかということなのではないかと思います。また、

さらに余計なことで、私の専門ではありませんけれども、恐らく地球環境というアンブル

から見ても、同じように社会活動の変化が大きく今後の国の在り方に影響するということ

はあるのではないかと思います。 

 ２つ目の大きな四角が、我々はそういうある意味で非常に大きな変化の中で生きている

ので、当然、その結果どうなるかということを、現時点で全部それをある種、予見して計

画するということはできないのではないかということであります。だとすると、少なくと

もそういう、表現をどのようにされるかは別にして、今までの国土の捉え方と前提が大き
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く変わりつつあるんだという問題意識の表明はしておいたほうが良いのではないかという

のが、私の考え方です。そうでないと、世の中は物事がいろいろ変わっていてなかなか将

来を計画するということはできないのに、何でまた国土計画を今作るんだということにつ

いての適切な説明ができなくなるのではないかということです。 

 これも部会の場で議論になりましたけれども、私も中高生に伝える、若い人に伝えると

いうのはすごく大事なことだと思っているんですが、あえて申し上げれば、それは今のこ

とと関係していて、大人が分かっていることを分かりやすく伝えるという意味では多分な

いと思います。つまり世の中がすごく変わっている中で、変わっていこうとしている中で、

大人も分かっていないこと、あるいは迷っていることがあるということを、ある程度きち

んと伝えるということが大事ではないかということであります。 

 では、次のページをお願いします。今日、25分ぐらいいただいて、もう５分ぐらい使っ

てしまいましたけども、３点構成で、デジタル化とは何でしょうか、ＤＸはどう進めるべ

きでしょうか、そういう視点から見ると国土計画は私からどのように見えるでしょうかと、

こういうお話をさせていただきます。 

 では、次のページをお願いします。デジタル化とは何かということですけれども、一言

で言うと、今、足元のテクノロジー、人工知能、ディープラーニング、いろいろ出てきて

いますけれども、デジタル化でずっと一貫していることは、当たり前かもしれませんけど

もコンピューターを使うということです。これはずっと一貫しているわけです。もっと言

うと、コンピューターは最後は半導体を使っていますから、０と１のロジックでいろいろ

なことを、計算を処理したり、情報を蓄積したりしているわけです。それを人間の課題、

まさに今の足元で、国土の課題と言ったらいいんですか、あるいは社会課題を解くという

ことにつなげるということが、多分デジタル化だし、デジタル化の歴史で、言葉を足すと、

コンピューターができた70年以上前には、この２つがすごく離れていたものが今、結びつ

きつつあるというのが今起こっていることではないかというのが、私の理解であります。 

 次のページをお願いします。もちろん七十何年たっている中でいろいろなテクノロジー

が出てきたわけですけれども、それが図式的に言えば、コンピューターが理解できること

と、人間の課題が解けるということの間を徐々に埋めていったと。もちろん全てというの

は言い過ぎでありますけれども、簡単に言うと、２つの間のもともとあった溝が埋まった

のが今の状態だということです。もう一つのポイントは、ここにレイヤーと書いてありま

すけども、基本的にデジタルのテクノロジーというのはジャンル、分野と関係がないわけ
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です。何かもともと特定の課題を解こうと思ってできたというよりは、１つの仕組みをつ

くると、分野を問わずいろいろな課題の解決に役立つんじゃないかというものを積み重ね

てみたら、積み重ねた結果として、今や具体的な人間の課題、ジャンル分けすることので

きる人間の課題が解けるようになったことだと思っています。なので、基本的に横割りの

構造になっていると思っています。 

 次のページ、お願いします。それを、レイヤーは多分いろいろたくさんあるでしょうし、

１つの軸で片付くものではないのかもしれませんけれども、単純化すると、上下２段のウ

エディングケーキみたいな形になっていて、下半分が、半導体が直接やっているようなこ

とです。計算して、大量のデータを記憶するということで、上半分が、国土計画で言えば

地域ということかもしれませんが、データを読み込んで何かのソリューションを作るとな

っていて、いわゆるクラウドサービスというのは、単純化すれば、こういう形になってい

ます 

 次のページをお願いします。今、足元で何が起こっているかというと、私の言い方で言

うと国土２.０と関係していますけども、結局今まで人間の課題とコンピューターができ

ることの距離が非常に離れていたものが、分かりやすく言えば、直接もう接するようにな

ったとつまり、我々が日頃スマホを使ったりして体験しているように、自分の何か解きた

い課題があれば、使いたい最終ユーザーが直接課題を入力すると、答えをソフトウエアが

データを使って出してくれるという時代になり始めたということです。多分これが過去の

コンピューターを使っていた時代とは、すごく大きな変化なんだと思います。 

 次のページをお願いします。そうすると、以上の話を単純化すると、今まではもちろん

確かにコンピューターはあったんだけれども、コンピューターを使いながら、基本的には

人間の組織、つまり右側の人間の組織がコンピューターの結果を処理して、人間の課題を

解いていたということです。右側は、これは企業も行政もそうですけれども、基本的にピ

ラミッド形の構造、縦割りの構造を持っていますが、デジタル化というのは基本的に横割

りの構造、左側のレイヤーの構造になっているので、これが持ち込まれると、右側の構造

をそのまま維持したのでは多分使い切れず、そこに非常に大きな変化が起こる。それを私

なりの理解ではＤＸと言っています。 

 次のページ、お願いします。さらに国土計画と少し関係することで申し上げれば、日本

の産業という意味において、これまでデジタルのテクノロジーは、基本的にはインターネ

ットで情報をやり取りする世界の中だけで起こっていたものが、今やＩｏＴの発達などに
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よってフィジカルな空間にも直接、影響、制御しつつあり、これは産業にとっても非常に

大きなチャレンジになっています。 

 次をお願いします。次にＤＸの話になりますけれども、基本的には、今申し上げたこと

の延長線上で、ＤＸというのは、私の理解では、基本的には今やっているビジネス、企業

であればビジネス、政府であれば行政をそのままデジタルに置き換えるということではな

く、レイヤーとして捉え直すということは必ず必要になるはずだと思っています。 

 次のページをお願いします。分かりやすいので、いつも講演でこの例を使っているんで

すが、コロナ禍だから仕方がないということはあるんですけれども、よく紙の書類がなぜ

いつまでもなくならないのかという質問がシンポジウムなんかでもあります。私の答えは

単純で、混ぜ返すみたいで恐縮ですが、それは書類をそのままデジタル化しようとするか

らということです。つまり、書類というのは、もともと縦割りの組織の中で、それなりに

工夫をして、いろいろな機能を１つの書類の中に詰め込んでいます。いつ書類が出され、

誰がそれを決裁し、どこが修正されたかということが分かるように、例えば役所の文書で

も、恐らく企業の文書でもそうなっているので、そのまま書類をデジタル化しようとする

と、そこに書きましたけれども、ファクスを廃止したので、プリントアウトして押印した

文書をスキャンしてＰＤＦにして送ってくださいということになります。もちろん私も日

常的にやっていますから、それが全部悪いというわけではないけれども、ただ、多分本質

的なデジタル化というのはそういうことではないわけです。つまり、今のようなことだと、

結局何で書類をなくさなきゃいけないんだっけと、そのまま使えばいいじゃんと、普通は

なると思います。なので、そのおかしさに気づくと、ある種、本当のＤＸができるという

のが私の意見で、それは結局、自分がやっていること、つまり書類を使ってやっているこ

とをそのままデジタル化するのではなくて、書類を使って組織の中でやっている意思決定

とか情報共有ということをばらばらにして、レイヤーにしてみると、初めてデジタル化で

きるということではないかと思っています。 

 次をお願いします。同じように、そうなると基本的に構造が横割りなので、他の会社、

他の役所、他の国、今日の国土計画のコンセプトに置き換えれば、他の自治体で使ってい

るツールで使えるものはいろいろあるわけです。なので、もちろん独自のものを一切つく

っちゃいけないということではありませんけれども、基本的には、既存のツールを組立て

た上で、どうしてもないものを自分で作るということが必要になるということ、これがま

さに自前主義の反対だと。ＤＸを単純化すると、そういうことなんだと思っています。 
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 次のページ、お願いします。これは、すみません、こんな審議会でお話しするのに適切

な例示かどうか分かりませんけれども、少なくとも勉強会で説明したときには分かりやす

いし、レイヤーと私が言っていることの基本概念なのでお許しいただきたいんですが、レ

イヤーって何でしょうかということの例で、仮に皆さん、よくラーメン屋に行かれるとし

て、普通はお店の名前がついた特製何とかラーメンというのを注文するんだと思います。

おいしければ繰り返しその店に行きます。だけど、おいしいけれども、毎回さすがに同じ

では飽きるなと思う瞬間が来ると。そうすると、大概の方は、真ん中に書いてある四角の

ことをされるはずなんです。つまり麵の堅さを変えてみるとか、油っこくしてみるとか、

逆に薄味にしてみるとかトッピングを変えるとか、いつもみそ味だから塩味にしてみよう

とされるはずです。結局、ラーメンをこのように分解するのが、私の言っているレイヤー

構造で考えるということです。縦割りの構造というのは、結局、特製丸々ラーメンという

やり方、それはそれでおいしくて便利でいいんですけれども、それを、それだけで処理し

ようとすることです。さっきの例で言うと、書類をデジタル化そのまましようとするのは

ここでいう、特製丸々ラーメンをデジタル化するみたいな話になってしまいます。それは

簡単に言うと、あまり意味がないわけです。デジタル化というのは基本的に、例えばラー

メンを４つの要素に置き換えてみると、それぞれにパラメーターを設定してしまえば、あ

りとあらゆるラーメンができるんじゃないか、その人に合った、そのときに食べたいラー

メンができるはずだと。これが基本的にはソフトウエアの発想で、縦割りの今までの特製

丸々ラーメンの発想とは違うわけです。それがレイヤーで伝えたい話だということです。 

 次のページをお願いします。国土計画の話を少しさせていただきます。少し前に多少関

わったこともあるものですから、地方創生の話からさせていただきますけれども、ＤＸの

話に近づけていると、地方創生というのは、私の意見では地方経営改革ということになり

ます。ＤＸはその手段だということになります。会社で言えば、やるべきは会社の経営改

革、つまり、ＣＸ、コーポレートトランスフォーメーションであり、ＤＸはその手段だと

いうことの変奏曲だということです。ですので、もちろんデータを共有して、サービスや

ソリューションを提供するんだということは、間違いではもちろんないんですけれども、

問題の核心、本質ではないんだと思います。これは企業のトランスフォーメーションと同

じことです。 

 つまり、地方でもＤＸは基本的に経営問題だと考えるべきだと思っています。ところが、

これはなかなか企業と違って難しいのは、地方を経営するとはどういうことなんでしょう
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かと。個々の企業の経営ではもちろんないですし、自治体を経営することを言うのかと、

行政組織を運営することを言うのかと。多分そうではないんだと思います。 

 次のページをお願いします。ここからは、私なりの仮説で、いろいろ御意見があると思

いますけれども、これまでの発想というのは、基本的には官民が分かれていて、官の役割

は基本的にインフラ、物理的なインフラを整備し、それを利用する形で地方、地域の中で

様々な企業が組織を独立して運営するという発想でできてきたんだと思うんです。別にそ

れが間違いだったということじゃなくて、そういう社会だったんだと思います。 

 次、お願いします。これからは、官民が分けられない傾向になりつつあると思います。

もちろん、これは例えば、企業がみんな役所になるんだとか、役所も民間企業だというこ

とが言いたいわけではなくて、明確に線引きができなくなる、或いは、言葉を変えれば、

共通にする部分が増えてくるということになります。後で、たまたま現在、経営競争基盤

の立場で関わっている「みちのり」という会社の話をさせていただきますけど、そのケー

スを見れば、まさにそういうことが表われていると思います。それは恐らく原因が２つあ

って、少し言葉足らずなんですけれども、原因の１つはもちろん人口減少です。人口が地

域の中で減っていくことによって、地域に必ず必要な機能、病院、医療だったり、教育だ

ったり、交通ということになりますが、それをどう維持するかとなると、ある部分は、あ

えて分ければ株式会社、営利を目的にした民間企業がやっているんだけれども、明らかに

公的な意味合いを持つわけです。それと同時に、いろいろ地域で取り組まれていることが

そうだと思いますけれども、地域の中でデータを共有して何かアクティビティをやってい

こうとすると、もちろん全てを全員に共有するということではないと思いますが、官と民

の線引きを明確にはできなくなる。いろいろ同じデータを共有しながら、企業も自治体も

アクティビティをしているということになって、その全体を誰がどのように経営するのか

ということが課題になるんだと思います。何でこの話をしているかというと、私に答えが

あるわけでありませんけども、今日、後段お話のある地域生活圏というお話と、多分今、

私がお話ししている話はすごく関係がある話だと思っているから、この話をしています。 

 次のページをお願いします。あまり抽象的なことばかり言っていてもあれなので、本来

は冨山委員がお話しになるほうがいいんでしょうけども、今日冨山委員がご欠席のため、

経営共創基盤という会社のグループにある「みちのりホールディングス」という会社の話

をさせていただきます。これは今、絵に出ていますように、東北地方を中心に、バス会社

を複数運営している、ホールディング形式で経営している会社です。 
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 次のページをお願いします。何をしているかを一言で言うと、それぞれの地域に独立し

たバス会社がもともとあったわけですけれども、そこに横串を通すということをしていま

す。つまり、バス会社というビジネスを分けると、幾つかのエレメントに分かれるわけで

す。全部は御紹介しませんけれども、上から２番目の路線活性化をどうしたらいいだろう

かと考えます。人口が減りますが路線バスだけじゃなく、観光バスの、あるいは貸切バス

もやっていますので、予約システムを改善しましょうとか、フィジカルに車の整備とか共

同で購買するとかもやっています。つまり、もうお気づきだと思いますが、もちろん偶然

ですけれども、「みちのり」のバス会社の運営というのは、実はさっきのラーメンの構造と

同じなわけです。地域に様々なバス会社があり、それぞれのバス会社がそれぞれの地域の

実情に応じてもちろんやっているんだけども、バス会社という会社の形態をレイヤーに分

解してしまえば、こうなりますという形をずっとやってきたわけです。 

 次のページをお願いします。そうすると何が起こったかというと、生産性格差問題を解

決したということです。つまり、これはバス会社に限りませんけども、地方の中小企業で、

すごく効果があると言われてきたものの中に、大企業の人材を中途で採用するということ

があります。これは今でもそうだと思います。ただ、それがなぜ効果があるのかというと、

単純化すると、大企業では当たり前の仕組みを理解した人、仕組みにはいろいろな例があ

って、経理だったり、人事だったり、生産管理だったりすると思いますけども、それを持

ち込んでくれるからということだと思います。この仕組みというのは、もちろん特定の大

企業の特定の仕組みを地方の中小企業に持ち込んでほしいということではなくて、経理と

か人事とか生産管理、横割りで転換できるようなものを持ち込んでくれるということで、

重宝だということだと思うんです。まさに、「みちのり」がやっているということは、それ

を一個一個の企業、一個一個のバス会社に一人一人の大企業人材をつけていくのではなく

て、一気に横串を刺すというやり方で、まさに先ほど申し上げたとおり、レイヤーという

発想を持ち込んでいるということだと思います。 

 さらに余計なことかもしれませんけども、地方、地域でいうと、多分、農業も同じよう

な特色を持っている。農業というのは、つまりもちろん地域の気候条件が全く違いますか

ら、具体的にやることは違うんだが、ただ農業というものを分解してしまうと、多分さっ

きのようなレイヤーというのが現れるということが今起きているし、それをうまく生かす

とＤＸができるということになっているんだと思います。 

 次のページをお願いします。その延長線上で、「みちのり」が、今からやろうとしている
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ことですから、まだできているとは言いませんけれども、今の流行りの言葉で言えば、地

域全体を１つのＵＸとして考えるということだと思います。これは「みちのり」がやって

いることではありませんけれども、私も十数年前に関わったものですから、地域医療の例

で申し上げると、地域医療問題というのは、話を単純化すれば個々の病院の経営を改革し

たり、改善したり、個々の疾病対策をどうこうしても解決にならないという問題なわけで

す。つまり、地域医療を、まさに地域生活圏と関わるわけですけれども、その全体につい

て、単純化すれば、かかりつけ、救急、介護というのがあったとして、その全体をＵＸと

してデザインをして提供する必要があるということに帰着するわけです。 

 そうすると、「みちのり」がやろうとしていることは、バス会社ですから、これの交通バ

ージョン、交通版であります。交通を今度は１つのＵＸにできないかという取組をし始め

ています。例えばということですけれども、１つはダイナミックルーティングという仕組

みがありますが、つまりオンデマンドということです。リクエストがあれば、リクエスト

のある場所と場所を結ぶ、つまりバス停を固定せず、その時々の需給に合わせてバス停を

動かす、どこにでも設定できると。どこにでもは言い過ぎかもしれませんけど、単純化す

れば、どこにでも停止できるということであります。 

 それから、地域で、これは「みちのり」に限らず進んでいると思いますけども、いわゆ

る混乗です。路線バス、スクールバス、市民バス、病院行きのバスと分けるんじゃなくて、

それを混ぜて、その時々の時間帯の需要に応じて、今は買物に行く人が多い、今は学校に

行く人が多い、今は病院に行く人が多いということで、物理的には同じバスを使って、路

線をオンデマンドで変えるということに取り組もうとしています。さらに、これも「みち

のり」以外の会社もやっておられると思いますけれども、今、申し上げたことが地域の交

通全体を１つのＵＸにまとめることだとしたとすると、さらに当然、バスで行った先には

何があるかというと買物だったり、観光だったりするわけです。それらも全て組み合わせ

ると地域全体のＵＸが実現するということで、まさに私なりの言い方ですと、地域を幾つ

かのレイヤーに分けるということを、やろうとしている。その中に、さっきの話に戻れば、

行政も関われば、民間も関わるとなりつつあるんじゃないかということであります。 

 次のページをお願いします。ということで、国土計画の話に戻ると、「みちのり」がやっ

ていることをもう少し一般化すると、何をしていることだと言えるかということです。実

は幾つか特徴があって、１つはダイナミックルーティングを入れてみると何が起きるかと

いうと、今までは、まさに縦割りに分けていた、これは路線バスです、これは病院バスで
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す、これはスクールバスですと縦割りの物理的な分け方は、意味がなくなります。それか

ら併せて、これもいろいろな地域で起こりつつあり、人口減少ももちろん１つの理由です

けれども、これは貨物です、これは旅客ですという区別をする意味がなくなるわけです。

分けないほうがより便利になるということです。さらに、すぐにということではないかも

しれませんけど、オンデマンドバスみたいなのがどんどん発達していって、今、我々がイ

メージするようなバスの車両の形態、形が変わってくるので、恐らくシェアリングと言っ

ていることとあまり区別がなくなるということになると思います。そうすると、いよいよ

公共交通というのはどの範囲のことを言うんでしたっけみたいな話にだんだんなっていく

んだと思います。 

 そうすると、結局、何が起こっていくかというと、細かい話を置いておくと、デジタル

ツールを使いながらダイナミックルーティンみたいなことをやると、これまでは、フィジ

カルと片仮名で書く必要はないかもしれませんが、これまでの物理的な境界で分けていた

やり方、貨客とか路線バス、病院バスというやり方が行き来自由になる、英語にする必要

はないんですが、reconfigurable、応用自在、行き来自由になるということが起きてきま

す。 

 次のページをお願いします。ということで、元に戻って、以上を前提とすると、国土の

捉え方が非常に大きく変わるんじゃないかと。それをうまく伝えられたらどうかという話

に戻るわけであります。 

 次のページをお願いします。これもあえて右か左かと、そこまできれいに分かれないと

思いますけど、あえて１.０と２．０として分けると、こんな感じだと思っています。これ

までを国土１.０とすると、基本的には重いものの順番に意思決定するというものが、国土

２．０になると軽いもの、つまりハードのインフラが先に決まるんじゃなくて、アクティ

ビティが先に決まるということになります。それから、国土１.０が新しくこれから作るも

のを決めるんだとすると、２．０ではむしろ残すもの、守るものを決めるということにな

るだろうと。それから、１.０が社会インフラ、公共が作った社会インフラの上に民間活動

が乗るんだとすると、ある種、社会インフラと民間活動が入れ子になるということなんで

す。国土１.０はなるべく分野別に、或いは主体別に役割を分ける、あなたはこれをする人

ですよね、これはしない人ですよねと分けていたものが、そうじゃなくて、あなたはいろ

いろやるんですよねみたいに、役割を兼ねるというのが２．０になるんだろうと。国土１.

０がハードのインフラの配置を決めてきたんだとすると、今のように、社会のアクティビ
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ティを変えようとすると、国土計画で全部そんなことはできないと思いますけれども、規

制改革も含めてソフトもデザインするということをしないと、多分、国土の在り方が決ま

らないということになると思います。 

 それから、国土１.０は基本的に計画ですから、決めたら順番に実施しましょうというこ

とだったと思いますけれども、国土２.０というのは、まさにアジャイルに見直し続けると

いうことになるんだと思います。 

 以下は今、申し上げたことを絵で簡単に御紹介いたします。お願いします。重いものの

順番にすると、これを絵に描いてあるだけです。今までだったら、道路があると、そこを

車が走るということだったわけですけれども、さっきのようにダイナミックルーティング

みたいなものができたり、自動走行技術ができてきたりすると、そういうことが起こると

いうことを前提に、どの道路を整備すればいいんだという軽いものが重いものに影響する

みたいなことが起こるんじゃないかということであります。 

 次、お願いします。私も増田会長とともに、東京電力に４年おりましたが、もともとは

東京電力は新しい送電線をより多重化し、増やすという発想で作ってきたわけですけれど

も、再生可能エネルギーも現れてくる中で、どこまでのものを残し、どこまでものをきち

んと守らなきゃいけなかという発想に、多分だんだん変わりつつあるのだと思います。 

 次のページをお願いします。それから、ここは省略、まとめて書いちゃっていますけど、

要するに、今までだったら官民は分ける、あるいは民間の中でもパブリックの中でも役割

を分けるということになっていたものが、だんだん組合せになってくるということです。 

 次のページをお願いします。これも絵に描いているだけですけど、これまでだったら旅

客ですか、貨物ですかとか、お仕事で何が専門ですかというのはかなり明確に分けるとい

うことになっていたと思いますが、人口減少の中で、しかもデジタルでサポートされると

いうことは、物も人も、恐らく臨機応変にかなり役割を重ねるということを志向しないと

うまくいかないし、逆に言うと、それがデジタルの貢献できる大きなポイントなんじゃな

いかということであります。 

 次のページをお願いします。ほぼまとめですが、これも私は国土計画の専門家じゃない

ので、今までの国土計画を矮小化し過ぎているんじゃないかとは思いますけれども、あえ

て対比的に言えば、国土１.０が左側のようなカバレッジだとしたとすると、今申し上げた

ような意味で、国土２.０とカバレッジがいろいろ広がってくるということでもあろうか

と思います。そういうこともメッセージとして出したらどうかと、そのことと、今日、後



 -13- 

で御議論があるような地域生活圏が多分関係しているのではないかというのが私の意見で

あります。 

 最後に、次をお願いします。事務局から、西山が勝手に自分の意見を開陳するだけじゃ

なくて、ちゃんと前回の事務局資料にも、ある程度反映されているんだということをきち

んと述べろという御指摘もありましたので、私から説明するのがいいのか分かりませんけ

れども、いろいろなところにそういうことも出ていますということを申し上げて、お話を

させていただきました。 

 ちょっと時間を超過しましたが、私からの話は以上でございます。ありがとうございま

した。 

【増田部会長】  西山委員、ありがとうございました。 

 それでは、続けて、議題２のローカルの視点、こちらも初めに事務局のほうから説明し

ていただきます。事務局のほうでどうぞお願いします。 

【国土政策局長】  国土政策局長の青柳でございます。今日は私も自席からのリモート

で参加をさせていただいております。 

 資料３を御覧になっていただきたいと思います。今後の議論において、お願いしたい視

点、いろいろ御意見いただきたいというお話でございます。最初の４行で書いているのは、

これまでもずっと言ってきている国土形成計画は長期的な方向を示す計画であるというこ

とです。一方で、2050年までの社会の趨勢は今後、複雑化、予測困難となっておるという

ことでありますが、今回、この後、御説明しますメインの資料、資料５というのは、地域

生活圏における必要な機能ごとの課題と対応の方向性というものでございます。これにつ

いて、対応の方向性によってもなかなか課題解決が図れない可能性がある事項、今の西山

委員のお話で言うと、分かっていないこと、迷っていることといったところを留意点とい

う形で示そうとしているというところでございます。 

 これは、問題意識としては、現行の計画に限らずですが、国の計画というのは基本的に、

あれやります、これやりますということで、まとめられているんですけれども、本当に長

期の視点で見たときに、あれもやります、これもやりますで本当に実現できるのか、やっ

ぱり心配な点とか懸念事項とかあるんじゃないのかということをきちんと示す必要がある

ということで、今回、資料をまとめているところであります。ただ、一方で、今回、この

資料作成を各省庁と調整してやってみて、やっぱりと思ったのは、霞が関で調整をすると、

なかなかこういった将来の留意点というか懸念事項だとか何とかというのをまとめていく
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のは、非常に事務作業だと難しいところがございます。まだまだいろいろと言うべきこと

があるんじゃないのかなというところがありまして、こういった将来に向けての現時点の

対応の方向性だけでは十分と言えない事項ですとか、長期的に見て留意しなければならな

い事項、懸念される事項については、委員の皆様方からも御意見を賜れると、今後の策定

に向けて大変ありがたいところです。これは今回に限らず、次回以降のテーマについても、

特に将来的な留意点だとか懸念事項について御指摘をいただけると、それこそ忌憚のない

御意見をいただけると大変ありがたいということでございますので、よろしくお願いした

いと思います。 

 私のほうからは以上でございます。この後、総合計画課長から説明をさせていただきま

す。 

【総合計画課長】  総合計画課長の松原でございます。時間も押してまいりましたので、

ポイントだけ絞って御説明させていただきたいと思います。 

 まず、資料５－１のほうから見ていただきたいと思います。今回、地域生活圏における

必要な諸機能ごとの課題と対応の方向性ということで、１から１３の要素について、それ

ぞれ課題、方向性、それから留意点というものも書かせていただいたところでございます。

この中で、全てを説明するというのは時間がかかります。事前にお送りして説明をさせて

いただいておりますので、①、②を例に、説明させていただければと思います。 

 まず、２ページのほうを見ていただければと思います。こちらは医療福祉関係について、

どういう課題があって、方向性があるかという資料でございます。２ページを見ていただ

きますと、課題として４つほど記載させておりまして、対応の方向性で、それぞれの課題

に対する対応方針を書いております。５ポツのところで、例えば課題①として、質が高く

効率的な医療提供をきちっと確保していかないといけないんじゃないかということについ

ては、対応の方策として、①限られた医療資源について、医療機能を確保しつつ効率よく

運用していくということで、具体には、医療ニーズに応じて将来の医療ニーズを見据えて

医療機能の分化、連携を進めていくということですとか、あと、かかりつけ医での受診な

どの医療機関の適切な選択がなされるような啓発を進めていくといったことを書かせてい

ただいておりまして、この中で、今後の留意点としまして、いわゆる新型コロナウイルス

感染症対策の医療、これについて、今、厚労省のほうで対策を追加し、対応しようとして

おりますけど、そういった状況を注視する必要があるのではないかということを書かせて

いただいております。 
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 また、②では、いわゆるデジタルを活用した医療機能の提供ということで、オンライン

診療、服薬指導のさらなる活用ということを記載させていただいたりしております。また、

留意点としては、オンライン診療等がきちんと十分に普及していくのか、これは十分に注

視していく必要があるのではないかといったことを記載しております。 

 また、③としては、他分野との連携ということで、地域交通政策との連携、協働という

ことで、医療機関の再編に合わせたバス路線の見直し、デマンド交通などということを記

載させていただいておるところでございます。 

 また、課題②としまして、医師確保ということでございますが、これについては、①医

師の確保、それから女性医師の働きやすい環境づくりということで、大学医学部における

地域枠の設定ですとか、医師少数区域等に従事することができるようなキャリアップ形成

プログラムの作成といったことですとか、また、女性活躍の観点から短期、短時間、正規

雇用の導入等々、こういったことを進めていくということを書かせていただいております。

また、②としてデジタル活用、再掲になりますけども、オンライン診療、服薬指導、こう

いったものを使っていくということを記載しております。 

 また、課題③、介護の関係ですと介護人材の確保ということが、きちっとやっていかな

いといけないわけですけど、確保のみならず、介護需要の増加を緩和するという取組を進

めていくということで、人材の確保ということでは若者等々の介護分野への就労、参画の

促進、あるいは介護事業以外の業種からの新規参入、こういったことを図っていくですと

か、４ページになりますけれども、介護人材が働きやすい環境の整備、さらには、そもそ

も介護状態を予防する取組ということで、高齢者が社会貢献できるような場の提供、ある

いは地域住民の見守り、こういったことを記載しておるところでございます。また、介護

分野でもデジタルの活用ということで介護現場におけるＩＣＴ、介護ロボット等の活用に

向けて、デジタル活用を加速化していくということを記載しております。 

 また、今後は、医療と介護両方のサービスを円滑に提供していくという観点からも、①

ということで、医療、介護に携わる関係者からの連携やデータ共有、個々人のニーズや症

状に即した利便性の高いサービスを提供していくということで、在宅医療と在宅介護を切

れ目なく提供していくですとか、本人同意の下で、保健情報を医療機関、介護事業者でも

閲覧可能とする、こういった取組を記載させていただいておるところでございます。 

 次に、もう一つ、地域交通の関係についても御紹介させていただければと思います。６

ページでございます。まず、５ポツの（１）、課題①としては、地域交通事業の経営改善へ
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の対応という面につきましては、①としまして、交通事業の効率化の取組を進めていくと

いうことで、先ほど西山委員からも紹介されたような交通事業者間でのノウハウの共有で

すとか、外部人材の招聘といったこと、あるいは貨客混載への取組であったりですとか、

あるいは住民等による地域交通の利用促進、こういった取組を進めていくべきじゃないの

かということを書かせていただいております。 

 また、②としましては、デジタル活用ということで、デマンド交通の導入ですとかキャ

ッシュレス決済の導入、乗降サービスや決済データの蓄積等々を通じた移動サービスの効

率化、高度化ということを書かせていただいております。また、他事業者との連携経営改

善ということで、ＭａａＳの取組を進めていくということも記載させていただいておると

ころでございます。留意点としましては、こういったデジタル化の進展というものが一方

で交通需要を下げるようなことも考えられますので、そういったデジタルの進展による交

通需要に与える影響というのは注視していかないといけないのではないのかということを

記載させていただいております。 

 それから、課題②として、人材確保関係でございますが、①として職場環境の改善、あ

るいは交通事業者以外の主体の参画ということを書かせていただいておりまして、女性比

率の向上ですとか、あるいは次のポツのところですと、市町村、ＮＰＯ法人による自家用

車両を用いた輸送サービス、あるいはスクールバス、福祉移送の地域の輸送資源を総動員

しましてしていくこと、あるいはボランティア、地域の助け合い、こういったことも必要

だということを書かせていただいております。こういった、いろいろな関係者がいらっし

ゃるわけでございますが、この全体を取りまとめる役割をどうするのか、こういったこと

については、何かいいアイデアがございましたら御指摘いただければありがたいというこ

とでございます。 

 また、②ということで、デジタル技術の活用ということでございますが、自動運転技術

について、公共交通への積極的な導入を進めることで、交通不便地域の移動支援の確保と

いうことを書かせていただいております。 

 また、課題の③としまして、高齢者でも利用できる移動手段の確保ということでござい

ます。言わば、地域交通を利用できない場合でも、高齢者の方々が移動、あるいは移動に

代わるような手段ができないかということでございますが、例えば高齢者でも安全に利用

できる車両、あるいは自動運転、空飛ぶ車、こういったものの社会実装を進めていくとい

うことですとか、移動できなくても買物ができるようにということで、ドローンですとか
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自動配送ロボット、こういった社会実装を進めていくということを書かせていただいてお

ります。留意点としましては、社会実装が着実に進んでいくのか注視していく必要ですと

か、地域交通関係、いろいろな方々がいらっしゃいますので、そういう関係者全体をよく

考えていかないといけないんじゃないかということを、留意点③のところに書かせていた

だいておるところでございます。 

 残り、他のテーマにつきましても、それぞれこのような形で課題の対応の方向性、留意

点を書かせていただいているところでございます。資料５－２のほうに、コンパクトにま

とまっておりますので、必要でしたら、そちらのほうも見ていただければと思います。 

 続きまして、資料４－１に戻らせていただきたいと思います。地域生活圏における機能

と空間的範囲についてということで、それぞれの機能ごとと空間との関係について、まと

めさせていただいたものがございます。 

 こちらも代表的なところを紹介させていただきます。例えば医療福祉について言うと、

医療については二次医療圏、これが大体76％が人口規模10万人以上でございますが、こう

いったものを、地域生活圏というものを考えていくときに念頭に置くんだろうと。福祉介

護サービスについても、基本二次医療圏と一致させることが望ましいとされておりますの

で、大体おおむね、これと同じように考えて、いわゆる二次医療圏を念頭に置いていくと

いうことになろうかと思います。また、事業者サイドから、医療機関サイドから見ますと、

そもそもサービスを提供する範囲、これについては市町村間に左右されないという状況で

ございます。また、10万人程度の地域生活圏、これを支える広域的な役割を担う地域交通

につきましては、右側でございます、市町村界の関係で言うと、交通事業者自体は、市町

村界で左右されるものではないのではないかということを書かせていただいております。 

 また、（２）のところは、いわゆる産業関係でございますが、産業について申し上げます

と、いろいろ開発であれ、取引先であれ、これは相当広範囲に及んだりする場合がござい

まして、なかなか産業について言うと、地域生活圏のような一定のエリアに限定して論じ

ることはなじまないのではないのか。いずれの地域生活圏においても、これらの産業が成

長していくということが求められるということで、市町村界に左右されるようなものでは

ないのではないかということでございます。 

 それから、日常生活に潤いを与える文化的な生活に必要な機能、これらにつきましても、

例えば自然環境について申し上げますと、自然のつながり広がり、多様でございます。自

然環境自体は、その存在は市町村に左右されるものではございません。 
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 それから、（４）、これらの１から３の機能を支えるものとして、防災、情報通信が上が

っておりますが、一番右側にございますとおり、市町村界に関わらず必要なものでという

ことでございます。このような整理をさせていただいた上で、資料４－２でございますが、

まず、資料４－２の最初の１ページの２ポツが今、御説明したようなところでございます。

２ページ目の３ポツでございますが、こちらも御説明しました民間側の主体、機能を担う

民間側の主体も、必ずしも市町村界を前提としていないと。地域生活圏の空間的範囲とい

うものを考えるときには、こういったステークホルダーの活動範囲を念頭に、住民目線で

捉えていくべきではないのかということで、４のところでまとめをさせていただいており

ますが、いわゆる１から３のいずれの機能、課題につきましても、市町村界を越えて住民

目線、企業目線で捉えるべきものであって、どこまでを地域生活圏の範囲とすべきか、要

素となる機能、課題ごとに異なるものであって、重要な機能である地域交通の機能に必要

な範囲を考慮すると、人口規模10万人前後を満たす空間的な範囲がベースとなるのではな

いかと考えられると。 

 すなわちということで、③でございますが、人口規模10万人前後を満たす空間的範囲と

いうものをベースとしながら、機能、課題ごとに柔軟に捉えて、機能ごとに必要となる空

間的範囲内で関係するステークホルダーが連携して取り組むべきものではないかと。そし

てまた、10万人前後というものもあくまで１つの目安であって、地域の実情等に応じて、

より少ない数万人といったことも考えられるのではないのかということになるのではない

のかということをまとめさせていただいたところでございます。 

 事務局からは以上でございます。 

【増田部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、これから各委員から御意見を頂戴することにいたしたいと思います。西山委

員からのプレゼンの関係、それから、今の事務局の報告内容、資料全体、より広くかいつ

まんでの説明でしたので、全体に及ぶことで結構ですが、それについて、御意見をいただ

ければと思います。大変恐縮ですが、お一人３分以内にまとめていただくということと、

あと、手の形のアイコンがあると思いますので、それを押していただいて合図を送ってい

ただければ、私のほうでも事務局とチャットでやり取りして、漏れのないように指名して

いきます。よろしくお願いします。 

 それから加藤委員、それから藤沢委員、広井委員、途中御退席ということですので、優

先的に指名をいたしたいと思います。また、本日御欠席の久木元委員から、地域生活圏に
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おける日々の日常生活に必要な機能として、子育て、保育、この視点を追加することが必

要ではないかと考えるとの御意見を頂戴しておりますので、御紹介しておきます。 

 それでは、以下の順番で、まず、指名したいと思います。中村委員、加藤委員、田澤委

員、この順番で発言をお願いしたいと思います。まず、中村委員からどうぞお願いします。 

【中村委員】  中村です。ありがとうございます。 

 先ほどの西山委員からの発言、私も会津若松地域で10年スマートシティをやっているの

で、レイヤーの考え方、全くそのものだと思います。レイヤーに分けて全ての産業をつな

げることがスマートシティの一番のポイントで、それをどうやって方向を導くかというた

めにファクトフルネスというのが非常に重要で、いろいろ今後決められないという話があ

りましたが、まさしく決められないです。ただ、決めなきゃいけないときに決めるための

データ整備というのが一番重要で、だから生活圏の中で全てデータ化をしていくというの

がスマートシティの根本中の根本です。地域ＤＸの根本中の根本です。 

 データの発生源は誰なんですかというと、インフラから上がってくるデータはそれぞれ

の企業だったり行政から上がってきますが、日々のライフデータは全部市民から上がって

くるので、だから市民の健康データとか市民の購買履歴とか市民の行動履歴みたいな、実

は個人情報に関わるデータをどうやって市民が腹落ちしてデータを出すかと、このオプト

イン社会というものを我々は追及してきたんですが、自分のデータを出して、自分の地域

に貢献すると。その先の次世代にも貢献するというのが、多分日本がこれから進めるべき、

中国モデルでもないしアメリカモデルでもない日本版のスマートシティだと思って進めて

きていました。なので、レイヤーで、横で分けていくというのが非常に重要だということ

と、その範囲が、データの価値というのは自分の生活している範囲でデータが発生します

から、行政区に限られることはあり得ないんです。 

 ですから、会津で言うと17市町村あるんですけども、会津若松は中核の12万人ですが、

17市町村全体でスマートシティは進めています。なぜかといえば、行政区で持っているデ

ータというのは、例えば会津若松市民は隣の町の工場に勤めに行っていますし、会津若松

市にある中核病院に17市町村から皆さん来るので、当然ですけど、これがいわゆる生活圏

ですよね。 

 教育もそうです。教育は私立だとか公立という垣根を我々は取っ払いました。全て子供

のためのプラットフォームをつくるということで、そのように人を中心に考えたデータの

取り方、生活圏の把握の仕方、これをやっていくと、全部共通基盤化しなければいけない
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ので、先ほどの西山委員の言うとおり、レイヤー化というのが当然必要になってきて、そ

うすると、非競争領域と協調領域という考え方がちゃんと企業にも行政にも出てきて、協

調領域は競争領域じゃありませんから共通化して当然いいわけです。企業も競争領域に集

中投資できるようになるわけですから、レイヤーの考え方がすごく西山委員の話を聞いて、

改めて最重要だなと思いました。 

 ただ、先ほどの事務方からの御説明の中で気になったのは、ＤＸはレイヤーなんだとい

う話を前提で大分したのに、ＤＸ化というと、例えば、医療の世界でいくとオンライン診

療と言っちゃうと。これは違って、ＤＸはさっき言ったようにデータが全部ベースになる

ので、それで、ツールとしてＩＴを使ったオンライン診療もやるし、データに基づいてア

ナログで人が行く診療もやるんです。ですから、ＤＸイコールオンライン診療になるとか

ＤＸを使った働き方がテレワークとか、そこを直結しちゃうと、せっかくレイヤーだと言

ったのが、急にＤＸの縦割りが入ってくるので、ここは誤解を非常に招きやすい書き方を

しているというのが、御指摘だけしたいところです。 

 あと２つだけ、申し上げて終わりにします。 

【増田部会長】  すみません。加藤委員が途中退席となっておりますので、加藤委員を

先にして、その後、また指名します。 

【中村委員】  分かりました。 

【増田部会長】  加藤委員、どうぞ。 

【加藤委員】  申し訳ありません。ありがとうございます。 

 移動について、移動と生活圏ってすごく連関性が高いと思うんですけど、バスの維持を

前提にしないほうがいいなと思っております。幾つかの県で交通政策の委員をやったこと

があるんですけれども、東京など都市圏以外の地方社会において、マイカー社会に結構な

っておりまして、交通分担率、いわゆる生活の人たちが使う交通手段のシェアが１％とか

１％以下というのがバス、それぐらいの割合です。なので、ここを、無理やり維持を前提

にして利用促進とかをするのは無意味かと考えております。 

 使っているのは、免許がまだ取れない高校生と、あとシニアが多かったんです。でもこ

こら辺は、多分キックボードとかシェアサイクルとか自動運転、ライドシェア、例えば官

と民の曖昧さみたいなところで言ったら規制緩和も必要ですが、お隣の主婦の方が朝昼の

バイトとして地元の高校生を送り迎えしてくれるとか、そういうことも普通に仕組み化で

きるんじゃないかなと。多くのバス路線は、観光路線では黒字化して、他は赤字というと
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ころが多かったりもします。なので、さっきのデジタルトランスフォーメーションの話じ

ゃないですけど、判子をスキャンして、そこをＤＸの起点として考えるんじゃなくて、バ

スの維持とか、それを地域住民に利用してもらおうということを促進するということを起

点に考えないほうがいいんじゃないかと思いました。 

 もう既に、シリコンバレーには５年以上前からタクシー会社は存在してないんです。ウ

ーバーとリフトに全部なっちゃいました。ただ、別に運転手さんは変わっていないので特

に困っていなかったりもしています。 

 あと、もう１点、完全に消費者目線ですけど、買物って生活物資だけじゃなかったりす

るので、おしゃれなものとか服飾品とかインテリアだと買いに行かなきゃいけないみたい

な、文化、芸術っぽい要素も買物にはあるということが１つと、あと、移動しなくても買

物できるというのはすごく大事なんですけれど、特にお年寄りとか買物をすることによっ

て近所の方々と世間話したり、お店の人たちとお話ししたりというコミュニケーション、

コミュニティの維持という観点で、あえて買物できるとか外出するという観点も必要かと

思いました。 

 以上です。ありがとうございます。 

 

《チャットによるコメント》 

 【藤沢委員】  大変申し訳ありませんが、55分にて退出せねばなりませんので、下記

に意見を記載しておきます。 

西山委員のご発表、大変共感いたしました。委員のご指摘にもありましたが、地域が

一つのＵＸとして考えるならば、住民及び地域に関わる人・組織が地域から便益を受け

るだけではなく、地域経営に参画する必要があると考えます。したがって、住民が地域

自治に参画するために必要な機能とは何かという視点が必要であると考えます。それは

行政という視点で考えるだけではなく、日常生活、教育、医療、文化、防災等において

も必要な視点ではないかと思われます。 

その意味では、医療の項目に記載されているデータの共有の考え方に加え、自家用車、

ボランティアなども共有（シェア）の観点で検討する必要があるのではないでしょうか。

全体取りまとめる役割として、地域金融機関等が地域自治体と共に設立している地域商

社などが地域コンソーシアム的なものの事務局機能を担うなど、地域密着の公共性の高

い企業の役割を検討してはどうでしょうか。 
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《チャットによるコメント》 

【広井委員】  広井です。恐縮ながら退席のため以下コメントです。 

中心市街地のテーマを独立した項目にしていただいたことは意義深く、32ページのウ

ォーカブルシティに関する記述なども共感します。さらにＬＲＴなどの公共交通、東京

都が支援を始めているエリアリノベーションの手法の活用などに言及してもよいかと

思いました。 

 

【増田部会長】  ありがとうございました。中村委員、すみません、途中で遮りまして、

どうぞ後半、お続けください。 

【中村委員】  ２点だけ申し上げます。 

 産業に少し入ったところなんですけど、例えば観光の説明は今日なかったですが、地方

でいうと、結構観光というのは重要産業の中核の１つです。そろそろＧＡＦＡモデルの見

直しというのを日本はやるべきだと思っています。ＧＡＦＡモデルって何かというと、大

手のネット産業が地方の利益を吸い上げるというモデルです。中小企業の利益を吸い上げ

る。 

 これは人の物欲や情報欲に対してＧＡＦＡは成長してくるわけですが、そこに物を提供

している中小企業は、多くの手数料を取られて販売をするということで、なかなか販売量

が増えても結局利益が残らない、例えば旅館みたいな経営でいうと、何ちゃらトラベルと

かたくさん日本にもありますけれども、ここに持っていかれる手数料というのは平均10％

を超えていて、100部屋ぐらいの旅館だと年間１億円ぐらい手数料が持っていかれます。こ

れがもし地方に残れば、先ほど西山委員の話にも、またこれも賛同しますが、スマートシ

ティとかこれから地域生活圏で考えるとき、一番重要なのは、まずベースとして経営、財

源です。財源がネット産業によって全て地方から吸い上げられているということを多分見

直す必要があるんだと思います。 

 これはネット産業が悪いと言っているわけじゃなくて、いわゆる代行運用ビジネスとい

うものを、そろそろ日本も取りやめるというか、そこに制限をかけるか含めてですけども、

自分たちで検索して、例えば旅館なんかで言うと予約できる時代になっているので、アフ

ィリエーションとか誘導とかやっていない時代なのに、アフィリエーション手数料が１件

当たり十何％取られると。こういうことで地方にお金が残らないというのが現状なので、

こういうこともこれからデジタル田園都市国家構想も始まっていくと、どうやって地域で
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稼いだ金を地域にちゃんと残すかと。財源確保があった上で交通を考えるとか観光を考え

ることをやっていかないといけないので、今起きている二極構造の是正があって、初めて

地域経済みたいなことに、もう一度考えられるんじゃないかと思いました。 

 以上です。 

【増田部会長】  それでは、田澤委員、お願いします。 

【田澤委員】  ありがとうございます。３つお話ししたいことがあります。１つ１分で

いきます。 

 まず、資料の中で一番思ったのが目指す姿が見えないということです。課題とか、そう

いったものに対してどう取り組んでいくか、解決をしていくかということは詳しく書いて

あるのですけれども、その結果、どういう形に町が、地域がなっていくか、新しい地域生

活圏がどういう空間になっていくのかというのがまだ見えないので、何事も見た目という

のがあると良いなと思っております。そこに向かって、生活圏にはこういう段階があり、

こういう課題があるので、今の課題を解決していくと、例えば、今書いていただいている

ものがどういう町をつくっていき、そこのまちづくりがどうなるのかというところまで想

像できるものだといいなと、残念ながら空間的範囲の資料４、あまり私的には、まだ空間

というのが浮かばない感じでありましたということです。 

先ほどの西山委員のデジタル化の話、私も本当にそう思っております。これは西山委員

の話を聞きながら、北見市の前回、少し触れたんですけども、書かない窓口がすごくピッ

タリだと思いました。通常、市役所の窓口業務をデジタル化しようとすると、大体、住民

票の申込み用紙があって、これをタブレットで入力しようという発想にすごくなりがちな

んです。あるものをデジタル化すると。ところが北見市はそうではなくて、というか、タ

ブレット入力は高齢者が使えなくて結局デジタル化が停滞しています。そこで、北見市で

は市役所の窓口業務をデジタル化するんですが、デジタルで困ったをなくそうという発想

になったんです、困ったというのは、とにかく住民票の申込用紙自体が難しくて書けない

という情報であれば、これをなくしましょうと。なくした上で、お年寄りが窓口に行って

住民票を取りたいと言ったら、本人確認というリアルでやらなきゃいけないことだけをや

って、あとは慣れた人がデータを入力してくれる。そのデータがバックオフィスで、がー

っと回って、御老人にとっては一番分かりやすい書類だけが出てくるみたいな、そういう

バックオフィスのデジタル化というのが大事であると。タブレットにすることではない。

実際、バックオフィス、これは北見市の資料なんですけども、後ろでは物すごいＲＰＡを
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使って大変なことをしているんですが、これが本当のデジタル化で、結果として住民にメ

リットが出てくるのではないかと思っています。 

 結果、北見市の市役所には記入台、記帳台というのがなくなりました。つまり、困った

をなくしてデジタル化したら、最後の形が変わっていくという点、ここをぜひ今回のこと

を考えるに当たって参考にしていただければと思いました。 

 以上でございます。 

【増田部会長】  ありがとうございました。続いて、次の５名の方を指名します。御準

備ください。坂田委員、家田委員、木場委員、福和委員、村上委員、この順番で指名しま

す。初めに、坂田委員、どうぞお願いします。 

【坂田委員】  坂田でございます。先ほど事務局のほうから留意点、懸念事項について

ぜひという話がありましたので、その点について、絞って話をさせていただこうと思いま

す。 

 まず、西山委員のほうから官民の区別がなくなるという話がありましたけれども、留意

点、懸念点の一つ目としては、官と、それから社会的な共通資本分野を担っている部分は、

どうしてもスピード感が遅い。世の中がどんどんハイサイクル化する中で、民と官のスピ

ード感の差というのが出てくることは否めなく、スピード感の差異をどうやって埋めてい

くかが、両者を融合させていく上では非常に重要な点だと考えます。 

 それから、２番目に、これも西山委員の図の中でサイバー空間というのが出てきますけ

れども、前回も申し上げたように、インフラ的には、サイバー空間を支える高速通信イン

フラは、交通や鉄道のような従来型のインフラと比べて、日本ではインクルーシブになっ

ているわけですが、問題点として、その活用能力において中央と地方の差、格差が非常に

大きなものがあると考えられます。ハードとしては差が小さくても、活用能力の格差があ

ると、インフラ格差があるのとほとんど同じということになってしまいます。これも前回、

少し申し上げましたけれども、私はデジタルやデータの活用能力を地域で涵養することを

目指した新しい学習地域というものを各地につくっていく必要があると考えます。 

 ３点目ですけれども、今度は民の中での差異についてです。社会的共通資本分野、先ほ

どの資料の中では（１）の医療、福祉、移動、教育ということですが、それとスーパーの

ような市場分野との間の差というのがあって、前者は、官がある程度支える能力を持って

いますし、税金投入の実際上の合理性も一定程度あるわけですけれども、後者については、

そういったことが困難です。しかし、生活圏としては、資料にあるように、それらがセッ
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トで揃っていることが必要となります。従って、経済活動に関して、地域に一定の経済活

力が維持できないと、ある部分は官が支えているけれども、買物その他、市場が支える分

野が減退してしまい、結局住めないということになります。全国的な生活圏の維持と経済

的な地域の能力を維持していくこととセットで考える必要があるのではないかと考えまし

た。 

 以上でございます。 

【増田部会長】  ありがとうございました。それでは、家田委員、どうぞお願いします。 

【家田委員】  家田でございます。どうもありがとうございます。 

 特に、西山委員、いいお話を聞かせていただきまして、ありがとうございます。後ほど

コメントしようと思うので、お答えいただけるとありがたいと思いますけども、まずは、

全般的なところで１つポイントを言いたいと思うんですけども、西山委員もそうだし、い

ろいろな方がおっしゃっているとおり、社会の大きな変革、変化を迎えようとしている今

のタイミングであると、こういうことですよね。それをよい格好で促進するようなことに、

政策的にもアクションをすべきだと、こういう精神に立っていると思うんですが、その際

に国土計画、今、我々が着手しているような国土計画というような政策では何を担うべき

かということが、恐らく議論しなきゃいけなくて、全てのことを国土計画に盛り込もうと

したら国家計画になっちゃいますもんね。これまでの国土計画の大体のスキームは、社会

はきっと10年後ぐらいにはこんなことを目指すことになるし、こんな社会になってそうな

気がすると。それに当たって国土計画でできることはこんなことじゃないですかという作

りになっていたんです。そのように考えると、今日のお話でもＤＸによって社会が大きく

変わっていくし、変わっていかざるを得ない、変わっていくべきであると。そのときに、

国土計画では何をするべきなのかということを切り分けて書かないといけないなというの

を痛感しました。 

 もう一つは、時間スケールなんですけども、国土計画は大体10年というオーダーの話な

んです。今後10年ぐらいを目指すということなんですけども、その際に、例えば今日もお

話が出ました地域交通なんていうのは、さっき地域交通が全てのモビリティになっている

わけじゃないということの話がありましたけども、一番困っている人が使っているのが地

域交通だというのもありますのでケアしなきゃいけない。ただ、今はコロナもあって、地

域交通の事業はとんでもなく苦境に陥っているんですよね。それは10年後に何とかなるで

しょう、空飛ぶ自動車で何とかなるでしょうなんて、能天気なことを言っていられる状況
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じゃ全くないわけですよね。先ほど西山委員からお話があったように、「みちのり」もそう

だし、いろいろなところが苦闘しているわけで、やれることを全て考えてやっているとい

う状況にある。したがって、国土計画としても５年くらいまでのオーダーで、ここまでは

何とかしなきゃいけない。10年後を考えると、こんなことをしなければいけないという時

間スケールを明瞭にした上で記述しないと、空想科学小説みたいな話で能天気に大丈夫で

しょうみたいになっちゃうと、国民に非常に大きな誤解を与えることになると思いました。

以上、国土計画とは何か、それから時間スケールを明瞭にしましょうということです。 

 もう一つは、地域生活圏ということは非常に大きな今回のコンセプトで、10万人くらい

の規模で地域をある種、連合体みたいな活動をすると、きっといいことが多いよねという

ことなんです。最後の最後のところで、事務局からの御説明が、さはさりながら、なかな

か決めるわけにはいかないし、何となくやってねみたいな感じの表現になっているんです

が、ということは、地域生活圏というのは単なるコンセプトだけであって、考え方だけで

あって、後は知らないと言っているかのようにも見える。地域生活圏というのが幾つかの

基礎自治体をまとめたような活動主体としてつくるのか、それとも、そうじゃなくて何と

なくやっていたらいいのかというところは考えどころなので、ぜひ今後、真剣な議論をお

願いしたいと思いました。 

 最後、西山委員にコメントをしていただけたらありがたいと思って、質問がてら言うん

ですけども、日本のデジタル化、あるいはＤＸ、あるいは女性の社会進出、リモートワー

ク、物すごく世界に比べて遅れてきましたよね。それが今回、コロナでよく分かったわけ

で、何とかしなきゃいけないと国民は思っていますが、何でこんなに遅れちゃったのかと

いうディープな理由を検討した上で進めないと、多分いろいろなところで努力はしていて、

格好いい言葉は出てくるんだけど、みんな何それと言っている状況じゃしようがないわけ

です。 

 例えば前例主義であるとか、手続重視の主義であるとか、判子とかもそうですよね。あ

るいは集団主義、つまり自分のところだけ突出するのは嫌だという主義。そういう根本的

なところを打破しないと、なかなか駄目なんじゃないかと思っているんですが、その辺、

西山委員に後ほどで結構ですけども、お考えというか、教えていただけたらありがたいと

思います。 

 以上です。どうもありがとうございました。 

【増田部会長】  どうもありがとうございました。また、後ほどお願いします。 
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 それでは、続きまして、木場委員、どうぞお願いします。 

【木場委員】  木場でございます。今、家田委員もおっしゃっていたんですが、私も事

務局に何度か、本当に2050年の話ですよねと確認しました。つまり2050年だと40年ぐらい

先ですよね。40年前って1980年、私は女子高生でございました。そうしますと、その先の

姿をそこまで予見するのは誰にもできないことで、家田委員おっしゃったように、10年、

20年ぐらいのときにはこういう姿であってほしいという、ある程度、現実味を帯びた議論

をしたほうが良いんじゃないかなというのは常々感じております。 

 今日はそんな中で、せっかく西山委員からのプレゼンがございましたので、デジタルに

ついて全般的な話をしたいと思います。まず、デジタルの在り方というか、関わり方でご

ざいますけれども、今の人口減少社会の中で、どうやっても地域を今の形のまま維持する

というのは難しい、不可能に近いというところで、恐らくデジタルがそれを補完していく

という役割、これが非常に大事だと思うんですけれども、ただ一方で、今、申したように

これまで通りとか、あるべき姿、こうあるべきだということはもう通用しないので、この

前提を広く、まず住民の皆さん、生活者に分かっていただいた上で、2050年なり10年、20

年先なりの新しい形、ビジョンをここでしっかり議論して、そのときにデジタルがどうい

う役割を果たすんだろうか、補完的なのか、あるいは、一方ではここは先導してもらわな

いと困る、こういう役割を明確にしていく必要があるんじゃないかと思いました。 

 西山委員のお話を聞いて非常に感じたのは、これまでインフラとかＩＴというのが、作

った方がこういう方だよと、上からこれをユーザーさん使いなさいと、ある種、上から押

しつけていたものが、今後はユーザーが主役になって要望を出して、それを吸い上げて、

アジャイルという言葉がよく使われていますけども、そういう形でしなやかな使い方をし

ていかなければいけないんだというのを非常に感想として思いました。ありがとうござい

ます。 

 今回の議論の中心的なところにデジタルが入ってくるのはもう間違いないと思うんです

が、私自身は①から13の項目ごとの資料を見ていて、文中の中にデジタルが出てきたりな

かったりと混在していろいろと書いてあるんですが、一旦まとめるときに、それぞれの項

目において、デジタルがどこまでやることを期待するかみたいなデジタル欄をページの一

番下か何かに整理していただけると、皆さんとも共有できて良いのかなという気がしまし

た。 

 ２つ目です。私はデジタルとリアルの関係というか、リアルも非常に大事だというとこ
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ろも強調したいと思っております。医療とか教育というのは対面でないと得られない効果

というのが非常にたくさんあると思いますので、そこのすみ分けをして、これはリアルと

して残す、守っていくというところも議論のところには据えていただきたいという気がい

たしました。 

 そして、最後ですけれども、いつも同じことを言っていますけれども、ＩＴ弱者の方々

のために、高齢者の方々のために、デジタルを使いこなすための教育とか広報みたいな周

知のことも必要ですし、また、現状使えない方のためには、さっき田澤委員がおっしゃっ

ていましたけども、他のツールを使って周知する方法という他の方法もやっぱりきちっと

残しておかなきゃいけないと思います。 

 以上と申し上げたいんですが、各個別の所見のところにコメントすると時間がなくなっ

てしまうんですが、１つだけ。医療についてなんですが、今書いてあること以外に、もう

少し入り口の部分で、これだけ増大する医療費というのは、2050年に対して大変懸念でご

ざいますので、もう少し予防医学が非常に重要だという観点も入れていただいて、例を挙

げますと、今月のニュースの中で、大分県で健康寿命の順位が、男性が１位、女性が４位

になったと。男性は、前回は36位だったのが１位になったと。これは県を挙げて食生活、

それから運動の部分でインセンティブをつけて、力を入れた結果、こういう結果が出たと

いうことがありますので、そうやって官民、ここも協力して医療費を増やさないための入

り口の予防医学の重要性も2050年に向けて強調していただきたいと思いました。 

 以上でございます。ありがとうございます。 

【増田部会長】  ありがとうございました。それでは、福和委員、どうぞお願いします。 

【福和委員】  福和です。西山委員のお話、大変勉強になりました。私は防災とか耐震

とかやっているんですが、お話を聞いていた中で少し感じましたのは、絡み合う形で相互

依存させながらうまくやっていくというのは、これからのすごく重要な方向性だというこ

とは、よく分かりました。 

 一方で、災害対応を考えたときには、こういった姿は互いに相互依存し過ぎていて災害

被害を波及をさせやすいという部分もあるような気がしています。従来は空間的に自立分

散をとか、役割を自立分散させることによって災害の波及をさせないという考え方もあっ

たと思いますので、ユーザー目線での日常の世界と非日常の世界を、どのように折り合い

をつけながら将来の姿を描いていけばいいのか、これから考えていかないといけないと思

いました。以上が、西山委員のお話を伺って感じたことです。 
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 次に、事務局の説明についての少し印象なんですが、何となく、防災とか強靱化という

のは、据わりが悪いんじゃないかと感じました。どうして据わりが悪いかというと、恐ら

く空間のサイズによって役割が異なるはずで、地域生活圏のスケールでは、防災・減災で

担えるところは自助、共助ぐらいにとどまってしまいます。防災・減災は、もう少し広い

サイズのところで見ていく必要がありそうなので、できれば地域生活圏でやるべきことと、

もう少し大きなサイズのところで果たすべき役割を、交通整理をしておいていただけると、

地域生活圏での役割を明確化できるのではないかと感じました。 

 それから、資料５－２の防災・減災のところで拝見をしますと、２点ほど、気になる点

がございました。 

 １点は、地震が起きた後とか災害が起きた後のＤＸ戦略がたくさん書かれているんです

けども、そもそも災害を減らすというところが弱いかなという感じがします。災害を減ら

すには、１つは外力を減らすために土地利用の見直しだと思います。土地利用の見直しの

最大のチャンスは災害が起きた後の復興計画にあるので、復興計画について、もう少しき

ちっと書いてもいいかなと思いました。そのときに全く新しい国土の在り方が議論できる

ので、理想的な町の在り方を考えるためにも、復興計画についても書いてもいいと思いま

した。 

 それから、抵抗力を上げるために最も大切なことは、地震であれば耐震化です。ですが、

実は民間の建物の耐震化がほとんど進んでいません。どうしてかと言うと、高台移転もで

すが、大きな経営判断が必要になってきます。経営判断をしようとすると、長期的な視点

が必要ですが、今のように短期的な成果が求められる時代だと、それができず、災害被害

軽減の対策が民間では進めにくいという状況にあります。できれば、ここは後ろから押し

ていただけるような施策が必要で、助成制度とか仕組みとか、官民連携が本当に動くよう

な施策を取っていただけるといいと思いました。 

 それから、もう一つ、自助共助のための意識をしっかりさせるということが明快に書い

てあるので、これはすごく大事なんですが、これを実現するために、国としてどういうこ

とをするかということが書かれていません。防災啓発のための拠点を各地に作るとか、徹

底的に教育を見直していくとか、そういったようなところまで踏み込んでいただけるとい

いのではないかと感じた次第です。 

 私のほうからは以上です。 

【増田部会長】  ありがとうございました。それでは、村上委員、どうぞお願いします。 
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【村上委員】  ありがとうございます。他の委員の方々と重なってしまうところが多い

ので短く行きます。 

 2050年という30年先の話なので、なかなか想像するのが難しいという気持ちは他の委員

と同じですけれども、その上で、１つ留意点のところで指摘させていただきたいのは、す

ごく長いスパンで考えたときに、これはオペレーティングシステム、ＯＳ、つまり根本的

なシステムの土台を変えていくという視点をしっかり取り入れて、議論をしていくべきじ

ゃないかということを感じました。 

 そういった観点で考えたときに、例えば今回、コミュニティというお話の中で、10万人

という１つの物差しを仮に置いたときの生活圏が論点となっていますが、ＯＳを変えたと

きに10万人の生活圏というものが１つの物差しになり得るかといったところまで考えてい

くと、ならない可能性もすごくあるのではないかと思っています。例えば数多の世界で、

これから様々な人が生活圏という定義を変えるということが現実的に起こっていく中で、

生活圏を実際にそこに住んでいる人たち、住民登録がしてある人たちとする考え方で議論

を進めていくのが正しいかみたいなことに、これは１つの例ですけれども、つながってい

くと思います。そういった意味から、もう既に起こっていますけれど、リモートワークが

どんどん広がっていく中で、10万人をどう考えるのかというところにもつながります。ま

た、例えばアメリカでは寒い季節になりますと、リタイアした方々が１年の半分を過ごす

ために渡り鳥のようにフロリダやアリゾナに移住するということが普通に起こっています。

日本も将来的にはそういったことは十分あり得るわけで、そういった話を考えていくと、

ＯＳ、オペレーティングシステムを根本的に変えていくという観点から、今、私たちが使

っている10万人という１つの物差しについても少し疑問を感じながらお話を聞いておりま

した。 

 以上でございます。 

【増田部会長】  ありがとうございました。続いて、次の４名の方、順番を申し上げま

す。初めに風神委員、続いて、畝本委員、小田切委員、首藤委員、この４名の方にお願い

したいと思います。 

 それでは、風神委員、どうぞお願いいたします。 

【風神委員】  風神です。今回、人口減少社会において、これまでよりも小さい10万人

規模のスモールコミュニティをつないでいくことで、オンラインなどの新しい技術などを

使ってやっていこうとしているのではないかという点から、今回の事務局から御提示いた
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だいた幾つかの課題について、気になる点をコメントさせていただきたいと思います。 

 １つとしては教育の部分についてなんですけれども、最初に資料をいただいた際に、教

育の機会や質の確保ということが掲げられていました。その中で、スモールコミュニティ

になると、そもそも多様な進路や仕事の情報がないということで、情報の格差ということ

も１つ重要な点ではないかと思っていました。直前にいただいた資料の中では、生徒数が

少なく多様な価値観に触れることに課題がある地域でオンラインを活用してと、一部反映

していただいたと思います。ただ、オンラインのみで全てが解決されるものでもないので、

その点は十分注意する必要があるかと思います。 

 この点というのは教育に限らず、資料の中で後ろのほうに挙げられている産業のイノベ

ーションをどうしていくのかという点にもつながると思いますし、国土形成には範囲外で

すけれども、キャリア形成という点においても重要な点ではないかと思いました。 

 また、イノベーションの部分ですけれども、中小企業のイノベーションが低いというこ

とや、後継者がいないということが書かれていて、これもデジタルで解決していこうとい

うことが挙げられています。しかし、中小企業というのは、中にはイノベーションを必ず

しも目指しているわけではなく、裁量権があって、誰からも指揮命令されずに働くことに

価値を見いだしている人もいるので、デジタルだけで解決されるわけでもない。成長分野

をつくるという点では、そういう人たちがいたとしてもイノベーションを起こすというこ

とはもちろん必要でありますけれども、その点は気になりました。 

 また、途中のところで、都市への転出を防いで、都会から地方への人口の移動を促すと

いうことが出ていましたが、転出を防ぐという点についても、確かに仕事や進学先がなく

て仕方なく転出する者は減らす必要はあるかと思いますけれども、移動して人が交流する

ことによるメリットというものもあるので、むしろ一旦行ってもまた戻ったりですとか、

都会の人が地方に行ったり、また、その逆であったりとか、そういった対流も必要かと思

いました。 

 また、ささいな点ですけれども、開業がどこでもできてしまうために人口が多いところ

にしか開業しないという医療の偏在の問題がありますが、オンライン診療が行われること

で、経営に十分な医療サービスの需要がないところも解決されるという面もあるかと思い

ます。反対に、だからこそ今、社会ではオンライン診療というのは、競争が起こることを

忌避している人たちから反対意見があって進まないのではないかということが懸念もされ

ています。また、先ほど西山委員から、レイヤーで考えるというお話もあったように、全
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てがオンラインをすれば代替されるというわけではないので、注意が必要かと思いました。 

 最後になりますけれども、地方の自動車であったりスクールバスなど誰がまとめていく

のかということが指摘いただきたい点ということで、事務局の資料のほうに載っていまし

たけれども、これは、地域で最も交通サービスを維持したいと思っている人たちが維持し

ていくことが最もスムーズかと思います。そうすると、それは地域によって事情が異なっ

てくるので、一概にこの立場の人が維持していくというものでもないのではないか、進め

て主導していくというものではないのではないかと思いました。 

 以上です。 

【増田部会長】  ありがとうございます。それでは、畝本委員、どうぞお願いします。 

【畝本委員】  よろしくお願いします。まず、西山委員のプレゼンテーションで非常に

すとんと落ちたのは、今回、残すものを決めていくということと、それから官民を分けな

いで取り組んでいくということが、非常に50年先、50年スパンという考え方と違って、進

められる可能性が出てくるのかなという２点だと思いました。 

 それに関して、私はどうしても今、医療のことをお話ししたいんですけれども、医療の

件になりますと厚労省ですとか、あるいは救急に関しては総務省ですとか、そういったと

ころの今後の方向性が変わってきてしまうので、官民を分けないだけでなくて、官の中で

もぜひ分けないで、縦割りじゃなくて行っていただけると良いかなと。でなければ、なか

なか進まないのではないかと。今まで、いろいろ事前の御説明とかで担当の方々とお話し

しながら思いました。 

 ただ、厚労省の方々とは非常にコミュニケーションを取ってやってくださっているとい

うことで、それは伺っておりますので、その形で進めていただきたいですし、できれば、

もっと超党派じゃないですけれども、官の方々が広く俯瞰できるような形で、こういった

ことは決めていっていただいたらいいのかなと感じます。 

 まず、医療に関してまとめて申し上げますと、まず、デジタルの補完については、今ま

でも出てきましたけれども、リモートと、あとＡＩ診療です。これは非常に有益だと思う

んですが、リモートは多少、今回のコロナで進みましたけども、ＡＩ診療に関しては、ま

だまだ課題が多過ぎるかとは思います。ただ、医療者の負担はかなり減らすとは思います

ので、そういったことも医療過疎地域などの場合は、患者さんの受診先選定など、ある程

度、患者さんのほうで判断ができる形になっていくのかなと思います。 

 今、喫緊で一番現場として欲しいのは、医療情報の共有です。救急など、あるいは、初
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めての受診などでいらした患者さんの情報が非常に取り込みにくい。高齢化社会で、それ

こそ患者さんや御家族からも情報が得られないケースが非常に多くて、結局電話ですとか

ファックスで情報を取り寄せて、ただ、その医療機関がお休みの日は全く情報が得られな

いといった状態が続いておりますので、これを早急に、例えば本当にセキュリティの問題

など課題があると思うんですが、カードでアクセスできるようにするとか、そういった形

はぜひ取っていただきたいと思います。 

 ただ、デジタルで補完できない、先ほどのどなたかのお話もありましたけども、診察で

すとか残さなくてはいけない部分もありますので、診察だけではなくて、患者さんからい

ろいろ直接、顔を見てお話を聞くということは、医療ではどうしても避けられないので、

そこは病院へのアクセスを、先ほどから出ている交通機関の整備であるとか、そういった

ところで考えていただければと思います。 

 ただ、それ以外、医療機関をある程度偏在なく、単位は医療圏というか、10万人単位で

も何でも良いと思うんですけれども、医師、あるいは医療機関の局在というか、偏在を解

消したい。ただ、これはかなり課題が大きくて、50年単位でやるとしても相当な準備をし

ないとできないし、官でやるのか、民でやるのか、官がどこまで民に関わっていくのかと

いうことでないとやっていけない。箱と人がいれば良いだけではなくて、地域の特性であ

るとか、それから患者さんの把握であるとかということがありますので、なかなかこれは

課題が難しいと思います。 

 医師をそろえる、看護師さんをそろえるということに関しては、厚労省ですとか文科省

の方が考えているような形で若い医師を派遣するということは、今、取り組まれています

し、ただ、今後はもっとリタイア後の医師をうまく使うとか、そういったことも考えてい

っても良いのかと思ったりして、この前、少し意見を申し上げました。 

 まとまりがないですが、そういったところです。ありがとうございます。 

【増田部会長】  ありがとうございました。それでは、小田切委員、どうぞお願いしま

す。 

【小田切委員】  小田切でございます。私も３点申し上げたいと思います。 

 １つは、西山委員の御報告からの気づきなのですが、他の委員がおっしゃったように、

非常に強い共感を覚えております。特に横串を刺して、混ぜる、掛ける、兼ねるという考

え方は、農村部の地域再生で行われ始めている実践ですので、そういうことなのかなと思

ってお聞きしておりました。そして、西山委員報告の冒頭に、ハードのインフラ整備だけ
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が国土開発ではないとおっしゃったことは大変重要です。しかし、考えてみれば、これは、

実は2005年に国土形成計画法ができた段階で、開発主義からの脱却ということが明確に言

われていることなのだろうと思います。その際に、ハードとソフトがどのように結びつく

のかということが目標の１つでした。そう考えると、実はデジタルという手法があること

によって、あるいは、それが成熟化することによって、国土形成計画という方向性、それ

自体が、初めてとは言いませんけど、方向性がかなり見えてきたと、実現ができるように

なってきたと、そんなふうに考えると分かりやすいかと思っております。 

 それから、２番目は、資料４－２に地域生活圏についてまとめていただきました。私ど

もの意見なども含めて分かりやすくまとめていただいたと思います。私の読み方なのです

が、（１）、（２）、（３）といろいろな機能がある中で、日常生活、まさに生活、暮らしに関

わることが地域生活圏においては一番フィットする重要な項目なのだと理解させていただ

きました。もちろん仕事も文化も重要ですが、地域生活圏というからには、日常生活にか

かわる機能が大きなテーマだと思います。 

 そうなると、これは２回ぐらい前に申し上げたのですが、フィジカルの面識集団として

存在している地域のコミュニティ、小学校区単位等々のコミュニティ、ここでは生活エリ

アという表現をしておりますが、それとの関係性が重要になってくるだろうと思います。

地域生活圏と生活エリアとの重層構造、これをデジタルをも使いながらどのように組み立

てていくのかという論点が、今日の御提案の中では抜けているように思います。繰り返し

になりますが、地域生活圏と生活エリアという小さな範囲での重層構造をしっかりと考え

ていくということが次なるテーマかと思います。 

 それから、３番目は、資料６で整理していただいて、全国から生活エリアまでの地域範

囲が載っています。これは、田澤委員が先ほど目標が見えないとおっしゃったことに関わ

りますが、こんなふうに整理していただくと、全国から生活エリアまで貫くような基本目

標、国土形成の目標がまだ議論されていないということがよく分かります。そのように考

えると、かつての国土形成計画で提起したもののデジタルの方法の十分な発達がないため

できなかったことが、恐らくここではテーマとして掲げられても良いだろうと思います。

その意味で、前回の国土形成計画では対流促進型国土形成というテーマが出てきましたが、

この対流促進型国土形成のデジタルバージョンと言いましょうか、それが共通した目標に

なっても私は良いのではないかと思っておりまして、先ほど申し上げたように、国土形成

計画が今まで掲げてきたものを総点検して、デジタルがゆえにできることは何なのかと、



 -35- 

そのように考えると、目標も出てくるのかと考えました。 

 以上です。 

【増田部会長】  ありがとうございました。続きまして、首藤委員にお願いをいたしま

す。若干時間が厳しくなってきましたので、手短にお願いできればと思います。それでは、

首藤委員、お願いいたします。 

【首藤委員】  社会安全研究所の首藤です。よろしくお願いします。私からは、手短に

３点申し上げます。 

 まず、１点目は、最初の西山委員のお話についてです。大変分かりやすく、私であって

も国土計画とかＤＸに関する理解がとても深まったと感じました。ありがとうございまし

た。特に冒頭おっしゃられました、中高生に対して分かっていないとか迷っていることを

伝えるんだという姿勢に、非常に強く共感いたします。分かっていない、迷っているとい

うことは、まだ決まっていないということなので、だからみんなで関わって、携わってい

く、一員になることで自分たちが変えていけるんだということだと思いますので、そのよ

うなメッセージがうまく伝わればいいなと思いました。 

 それから、２点目と３点目は、資料５－１の事務局の資料についてのコメントです。そ

のうち１つ目が資料５－１の28ページ、環境に関する課題のところでございます。資料に

は、地域住民など地域との合意形成が主要な課題だと記載されております。それは確かに

そうだとは思うんですが、本当に合意形成が課題なのかということが疑問です。合意形成

が難しい理由として、例えば景観の問題ですとか安全性の問題ですとか、自然環境への悪

影響の可能性などが関わっておりまして、それがあるから合意形成が難しくなっていると

考えられますので、本来は、その根本にあるほうの問題が解決すべき課題なのではないか

と感じました。 

 もう１点は、資料５－１の35ページ、防災・減災とか国土強靱化のほうの課題でござい

ます。①、②、③と整理していただいておりまして、①と②、もっともな内容ではあるん

ですけども、何となく全体として避難対策に特化し過ぎているように思いまして、そこが

気になります。昨今、防災・減災の世界では避難しないで済む、自宅などで安全を確保す

るということも、より重要だと言われておりまして、そのような災害対策、災害対応も推

進する必要があるのではないかと考えております。 

 以上でございます。 

【増田部会長】  ありがとうございます。それでは、次４名の方、恐縮ですが、手短に
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お願いできればと思います。末松委員、桑原委員、地下委員、瀬田委員と、この順番で指

名していきたいと思いますので、御準備をお願いいたします。 

 まず、末松委員、どうぞお願いします。 

【末松委員】  ありがとうございます。それでは、私は資料５－１、５－２について、

特に留意点のところについて、大きく２点お話しさせていただきたいと思います。 

 １点は医療のところでございます。今回、別の厚生労働省の会議で出ておりましても、

政府、国は強固にオンラインの診療を推進していると思っております。こちらについては、

私ども地方にとりましても、大変医療人材が不足をしておりますし、地域包括ケアシステ

ムを進めていこうと思うと、オンライン診療というのは絶対に欠かせないものだと思って

おりまして、多職種連携の中でも、お医者さんだけではなく看護師であったり、薬剤師さ

んであったり、オンライン診療をどう進めていくかというのは、2050年に向けて、あるい

はもっと近い将来、実現をしていかなければならないという中で、留意点のところに新型

コロナに関連する医療計画についても書き込んでいただいてありますが、今回、私ども地

方自治体がコロナ対策を進めていく上で、大きく２つが非常に困った点があります。 

 １つはワクチンの接種でありまして、これをいかに前倒しをしていこうかということ、

それから、この点について国民の理解をいただかなければなかなか打っていただけないと

いうこと、それから若い世代にどう打っていただくかということ、こういうところで話合

いをする中で、特にスピーディーにいった点では、民間の皆さん方に得意なところをお願

いをする。それから、関係団体、医師会を中心でありますけれども、しっかりと頑張って

いただき連携をしていく、リアルなところで、得意なところが連携をしていくことによっ

て、ワクチン接種が大きく進み、その点で感染予防対策につながっているという点だと思

います。こういったところについては、オンラインも含めて、特にコロナではこういった

ところが大事だということと、今後、地域住民がよく理解をしていただかなければならな

いということを、私たち行政がどのようにかみ砕いて、外国人市民もたくさんおりますの

で、そういう中でもどういう方法を出していくかということは、これからの非常に必要な

ところだと思っております。 

 それから、もう１点、教育のところでございます。コロナで、ＧＩＧＡスクール構想が

前倒しになり、オンラインの授業が進んできました。この点で、地域格差がないというと

ころはもちろん、特に総合教育会議の中でも話をしたんですが、距離だけではなく不登校、

それから長期欠席、そういった子供たちが学校には参画できないけれども、オンライン授
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業で参画ができるようになった。心の距離をオンライン授業という中で埋めることができ

たということは非常によかったと思っております。ですので、オンライン、デジタルとい

うことと、リアルをいかに連携していくか、その際には地域住民の理解をどうやって促し

ていくかということが非常に大事になるのかと思います。 

 ただ１点、建物の老朽化によっては、どうしても連携をしていったり複合化というとこ

ろが進まないので、こういった部分については、国土交通省、あるいは文科省、いろいろ

なところでの補助も含めて、どう先導していただくかということも重要になってくるので

はないかと思っております。 

 実体験の中から、大きく２点お話しさせていただきました。よろしくお願いします。 

 

《チャットによるコメント》 

【滝澤委員】  滝澤です。時間が限られているようですので、チャットを使用させて

頂きます。西山委員にお伺いしたいことがございます。大変興味深いご報告で、私のよ

うな専門外にも理解しやすくご説明を下さいまして、どうもありがとうございました。 

大雑把な質問で大変恐縮ですが、お話の中で、「官と民の区別ができなくなる」「全体

をだれがどのように経営するのかが課題」ということおっしゃっていましたが、みちの

りホールディングスにおいて、経営をされる上で、官と協力できた点、官が障壁になっ

た点など、もしございましたら、資料５－１にも若干示されていたようですが、地方の

経営という観点で重要なことと思われますのでお伺いできればと思いました。 

以上です。 

 

【増田部会長】  ありがとうございました。それでは、桑原委員、どうぞお願いします。 

【桑原委員】  新潟県津南町の町長の桑原と申します。私も資料５－１と５－２から３

点、申し上げたいと思います。 

 まず、医療の話です。医療政策と地域公共交通の政策との連携、協働はとても重要だと

実感しているところでございます。地方で高齢化が進みますと、高齢の御夫婦どちらかが

入院し、どちらかが病院に通っていろいろ届けないといけないというときに、交通のアク

セスが不便だという声もございます。地域医療構想の議論は、これまで医療再編の話がメ

インで来たかと思っておりまして、交通アクセスの面がやや抜け落ちていたかと思ってご

ざいます。調整会議の場などで、交通の面も同時に議論されるべきではないかと思います
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し、こういった話は１市町村をまたぐ話ですので、県の関与、県の交通政策の部署の関与

についても期待しているところです。 

 また、教育についてです。子供たちの教育の幅を持たせるためには適正規模というもの

が必要ではありますが、一方で、義務教育へのアクセスについて、１時間、１時間半かか

るということのないようにしたいものです。小中学校時代ぐらいは、地域の身近なところ

で教育が受けられるようにしたいものだと感じてございます。ただ、現実は少子化が進ん

でおりまして、全ての教科の教員が置けないという場合も生じてきております。一部科目

については、デジタル技術を使って遠隔授業で授業を受けるということも選択肢と思いま

すし、今後、組合立ということも、もしかしたら議論していかなければならないのではな

いかと思っております。 

 最後、農業の成長産業化についてです。私ども、その対応の方向性として書かれている

スマートやグリーン、担い手、集約化、ブランド化など、ほぼ全て施策として取り組み始

めているかなと思っているところでありますが、ただ、主産業として、もっと雇用を生む

ためには、あるいは産出額をもっと増やすため、税収増を目指すためには、もう少し戦略

を変えないといけないかなと思っているのが、今日私が考えていることです。 

 また、農業の面では物価が上昇していくと、象徴的なこととして野菜の価格が上昇した

というニュースが大々的に取り上げられます。大変だという伝えられ方をしておりますけ

ども、見方を変えますと、野菜の価格が上がるということは農家の所得が上がるわけであ

りまして、ただ、安ければいいということじゃなくて、農産物の価値が正当に評価されな

ければ農家が食べていくことはできませんし、国の食料自給率の改善にもならないかと思

っておりまして、この辺の見せ方、伝え方、価値の伝え方についての課題意識は感じてお

ります。 

 以上です。よろしくお願いします。 

 

《チャットによるコメント》 

 【家田委員】  家田です。言い忘れた点を一点。防災のパートでは危険地域への住宅

などの立地規制（つまり「被害性リスク」の管理）が挙げられていますが、それと合わ

せて他者に危険を及ぼし得るような開発の規制と管理の強化（つまり「加害性リスク」

の管理）も強調していただけたらと思います。これは熱海の土石流のケースをイメージ

していただくと宜しいかと思います。 
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【増田部会長】  ありがとうございました。それでは、どうぞ地下委員、お願いいたし

ます。 

【地下委員】  発言の機会をいただきまして、ありがとうございます。今日の議論を伺

っていまして、家田委員がおっしゃった地域生活圏というコンセプトをどう使っていくの

かというのも、どこかで議論いただきたいと思っています。空間的把握の中にあったよう

に、地域生活圏というのは具体の市町村域とは違いますと。また、医療とか買物とか機能

によって捉え方も違いますと。恐らく10万人単位で重複しながら、こういう機能を議論す

べきだというので、本日もかなり有益な議論ができたんだと思うんですが、具体的な使い

方を考えるときに、我々、民間とか金融機関であれば、１つのマーケティング地域という

ことで捉えて、むしろ曖昧に捉えていくんですけれども、行政という立場から言うと、例

えば、津南町の桑原町長から見たときとか、新潟県知事から見たときとか、隣接する十日

町の町長から見たとき、それぞれの首長の立場で、地域生活圏というのを機能ごとに捉え

ながら、具体の施策とか予算というのを考えてください、そういうのが今後、国土計画で

示しているんですということになるのか、誰がこのコンセプトをどう使いこなすのかとい

うのも、ぜひ議論いただきたいと思っています。 

 以上でございます。 

【増田部会長】  ありがとうございました。それでは、瀬田委員、どうぞお願いします。 

【瀬田委員】  私、20世紀の国土計画の研究をしていたんですが、そのときには均衡発

展ですとかサービスの平等性が目指されてきたわけですが、これからの国土計画というの

は、皆様のお話にもあったように、なかなかそういうものではなくて、むしろ将来の国民

の幸せにつながるような新しい形のサービス提供をデジタル化、ＤＸも併せて、国民に総

合的に提案していくということが必要になり始めていると思っています。 

 今日は図書館の例を挙げようと思ったんですが、時間の都合で、それはまたの機会にし

たいと思いますが、人口減少局面では、これまでのような形で、分野別に平等性をそれぞ

れ確保していくというのは多分無理で、交通の例も少し上がっていましたけれども、例え

ばバスサービスを全国あまねく提供していくということを計画するのはもう無理で、むし

ろ近未来のモビリティの方向性と、あるいは地域において選択可能な選択肢を、計画の側

からいろいろな形で提供して、地域にどうするか考えてもらうための計画になるのかと思

っています。その中で、やはりバスが必要だということであれば、維持するということを
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してもいいんじゃないかと思います。 

 そういう意味では、国土計画の役割というのは大分変わってくるとは思うんですけども、

デジタル化、オンラインを含めて選択肢を提供して、地域に検討してもらうというのが、

これからの国土計画の非常に大きな役割ではないかということを、今日の西山委員の大変

示唆的な御講義もいただいて思ったところです。 

 以上です。ありがとうございました。 

【増田部会長】  ありがとうございました。滝澤委員、それから広井委員、藤沢委員は

チャットで御意見等を頂戴いたしました。また、家田委員からも追加で、チャットにて御

意見頂戴しておりますので、それらについては、議事録に記載させていただきたいと思い

ます。時間ぎりぎりになりましたが、御発言はここまでとさせていただきまして、御意見

等の中にもいろいろございましたので、西山委員から今日の各委員からの御発言も踏まえ

て、時間もほとんどございませんけれども、簡単にさらに追加で、あるいは御質問に対し

てのお答えでございましたら、西山委員に御発言いただき、あとは事務局のほうにお返し

したいと思います。西山委員、お願いいたします。 

【西山委員】  ありがとうございます。ごく簡単に。ともかく私の素人の拙い説明にい

ろいろコメントいただきまして、大変ありがとうございました。 

 大きく分けて２点です。１つは当然なんですけれども、事務局の言われた地域生活圏と

いうのがキー概念なので、これをきちんと何かというのを議論するということだと思いま

す。そのときに今日、私が御説明した言葉に近づけて言うと、世の中で言われているＵＸ

に近いことを多分言われている、つまり何か単位があって、そこで使っているユーザーが

共有している経験があるということだと思うんです。そうすると、少なくとも１つはユー

ザーの選択の対象になるはずだということです。ＵＸの設計には、単純化すればどういう

選択肢があって、どれを選ぶんですかという話に多分なっていて、それが今日、中村委員

のお言葉を借りれば、データを使ってもちろんファクトフルネスということでもあるんだ

と思いますけれども、実際に、それが使う人にとって選択可能になるかということなんだ

と思います。 

 それから、別の言い方で言うと、評価の対象になる、それがうまく行っているの、行っ

ていないのという評価の単位にすることだと思います。なので、元霞が関の住人として言

うと、もちろん事務局がいろいろ地域生活圏といって、調整に苦労はあると思うんですけ

ども、むしろ地域生活圏って理想的にはどういう機能を果たすべきなのかというのを明ら
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かにしてから、各論の各分野の調整をされたほうがいいような気はいたします。 

 以上が大きなことで、後は御質問があったのでごく簡単に、家田委員がおっしゃったこ

とは、本にも少し書いたんですが、要するに、すごく日本は成功して、そのときについた

組織のくせが抜けないということだということ、それはいつも講演でも言っているんです

けども、実は個人ではそうでもなくて、個人では結構横割りで行動したりしているので、

気づきの問題だと思います。ところが組織に、大企業とか役所に入ると縦割りになっちゃ

うということなんだと、私は思っています。すみません、あまり時間がないので。 

 最後に、防災について御質問、問題提起があったと思いますけど、あれも私が全部お答

えできるわけじゃありませんけども、サプライチェーンの話に似ていると思いまして、サ

プライチェーンがコロナとかで断絶するというときに、答えは多分２種類しかなくて、ジ

ャストインタイムをやめて、在庫増すというアプローチです。これは、もっと「分ける」

という意味での縦割りをきつくするというアプローチで、もう一つが、万能工場みたいに

するというアプローチで、これは今日、お話しした「兼ねる」に近いんですけど、同じ施

設でいろいろなことをできるようにしておくということで、どっちが正しいということで

もないと思いますけれども、少し議論の材料として提供させていただきました。 

 以上です。ありがとうございました。 

 

《チャットによるコメント》 

【中村委員】  中村です。防災に関してですが、人は移動する前提での防災情報が重

要だと考えています。会津での実証事業がスタートするのですが、有事の際のみですが

スマートフォンの位置情報をオンにして今いる場所からの避難誘導が出来るようにし

ます。登録しておけば家族がどこにいるかもわかるようにします。この個人情報である

位置情報を活用することで迅速かつ的確なレスキューが可能になり人命救助が進むも

のと考えます。いずれ実証事業結果も報告したいと思います。 

 

【増田部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、議事のほうは以上で終わらせていただき、あとは、事務局に戻します。事務

局にて、今日の議事の関係について何かあれば、局長はじめ、皆さんからコメント、そし

て、あと次回以降の事務連絡等もあると思いますので、いずれも事務局のほうで御発言い

ただければと思います。お願いします。 
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【総合計画課長】  総合計画課長、松原でございます。 

 地域生活圏に関しまして、様々な御意見をいただきました。それから西山委員からも、

デジタルの思考に関する関係で、また様々な示唆を与えていただいたところでございます。

委員の皆様方の御意見を踏まえまして、また改めて検討させていただきたいと思います。 

 あと、１点だけ防災の関係で、避難に偏っているのではないかという話がございました。

最初に御説明しておくべきでしたけれども、全国的な観点、そういった観点の防災につい

て、改めてまた議論の場を設定したいと思っておりますので、そこで御議論いただければ

と考えておるところでございます。 

 事務局からは以上でございます。 

【増田部会長】  あと、事務連絡のほうをお願いします。 

【総務課長】  次回の日程です。次回は２月21日月曜日16時から18時、お願いいたしま

す。詳細は、改めて御連絡をさせていただきます。 

 また、本日の資料は既にホームページ上にございますので、そちらを御覧いただければ

と思います。 

以上で第４回計画部会を終了させていただきます。どうもありがとうございました。 

【増田部会長】  それでは、どうもありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


